
地域包括支援センターの運営状況及び評価について 

 

Ⅰ 地域包括支援センターについて 

 

１．地域包括支援センターとは 

    地域住民の心身の健康の保持及び生活の安定のために必要な援助を行うことによ

り、地域住民の保健医療の向上及び福祉の増進を包括的に支援することを目的とし

て、包括的支援事業等を地域において一体的に実施する役割を担う中核的機関とし

て設置されるものである（介護保険法（平成 9年法律第 123号。）） 

 

２．業務内容 

 （１）包括的支援事業 

①介護予防ケアマネジメント事業（法第 115 条の 45第１号ニ） 

②総合相談・支援事業（法第 115条の 45第２項第１号） 

③権利擁護事業（法第 115条の 45第２項第２号） 

④包括的・継続的ケアマネジメント支援事業（法第 115条の 45第２項第３号） 

 （２）指定介護予防支援業務 

 （３）生活支援コーディネーター業務 

 

３．設置状況 

市内２７箇所 

（熊本市においては、「高齢者支援センター ささえりあ」の愛称。） 

 

４．配置職員 

 （１）保健師または経験のある看護師 

（２）社会福祉士 

（３）主任介護支援専門員 

※ 上記三職種の確保が困難である等の事情により、この人員によりがたい場合には、

これらに準ずる者として、要綱に定める者を配置することもできる。 

（４）生活支援コーディネーター（H30年度より専任配置） 

  【主な業務】 

①生活支援等サービスの開発及び担い手の養成 

②関係者のネットワーク化 

③生活支援等のニーズとサービスのマッチング 

④協議体の設置・運営 

⑤地域ケア計画の策定・見直し 

  

議事２ 



Ⅱ 地域包括支援センターの運営状況について 

 

１．介護予防ケアマネジメント事業（総合事業対象者）・指定介護予防支援（要支援１・２） 

   

  

 

 

（１）介護予防サービス計画・介護予防ケアマネジメント作成の委託状況 

介護予防サービス計画・介護予防ケアマネジメントの委託率は、全センターの平

均で 34.8％と昨年度の 32.2％と比べて増加している。 

これは、平成 30 年度より包括的支援業務の実施に支障が生じないようセンター

の保健師等の三職種１人あたりの担当件数の上限を（令和元年度は 30 件）設定し

たことによるもので、センター間では委託率に 16.5％～59.1％と開きはあるもの

の、経年で見ても委託割合は増加傾向にある。（図１） 

 

 

  

 

（２）介護予防サービス計画・介護予防ケアマネジメントにおける同一法人紹介割合（図

２－１） 

通所型サービスについて、同一法人の事業所利用割合が 70％を越えたセンター

が１ヶ所あるが、地域内に事業所が少ないという地域特性が要因となっている。 

 

総合事業対象者及び要支援１・２の認定をもっている方に対するケアマネジ

メントを行う。 



 

訪問型サービスについても、同一法人の事業所利用割合が 70％を越えたセンタ

ーが１ヶ所あり、要因においても通所型サービスと同様。 

今後も引き続き、圏域外の事業所に対して受け入れの相談アプローチを行うとと

もに、地域支え合い型サービスや、インフォーマルサービスの創出を図るべく、地

域への働きかけ等を強化していくことが必要。（図２－２） 



２．総合相談・支援事業 

 

 

 

   

（１）相談件数（包括的・継続的ケアマネジメント支援事業を含む総数）について 

相談件数は、前年度比で１１.４％増加している。 

主な相談内容は、介護保険に関することが多くを占めるなど、件数の割合はほぼ前

年度と同様の傾向となっている。（表１） 

 

 

  

表１　相談件数（延べ） 単位：件

  電  話   来  所   訪  問 合　計 割合

介護保険に関すること 22,101 2,667 30,384 55,152 57.2% 50,570 58.5%

在宅福祉・生活支援に関すること 4,769 744 5,296 10,809 11.2% 9,960 11.5%

保健・医療に関すること 5,555 482 4,289 10,326 10.7% 8,415 9.7%

権利擁護（虐待関連含む）に関すること 2,027 390 1,877 4,294 4.5% 3,496 4.0%

居住環境に関すること 1,328 300 1,647 3,275 3.4% 2,662 3.1%

認知症に関すること 1,599 364 1,146 3,109 3.2% 2,765 3.2%

包括的・継続的ケアマネジメント支援業務に関すること 1,308 338 1,385 3,031 3.1% 2,104 2.4%

家族問題に関すること 656 141 693 1,490 1.5% 1,466 1.7%

経済的な問題に関すること 485 113 676 1,274 1.3% 1,215 1.4%

在宅高齢者福祉事業に関すること 499 138 446 1,083 1.1% 1,346 1.6%

その他 1,234 313 973 2,520 2.6% 2,464 2.8%

41,561 5,990 48,812 96,363 100.0% 86,463 100.0%合　計

　相談の形態
  合  計 割合

前年度

項　目

本人・家族・地域などからの高齢者に関する様々な相談に対応し、各関係

機関と連携を図り、支援介入等を行う。 

 

 

 



 （２）令和元年度の相談内訳・対象者について 

①相談者の内訳（令和元年度） 

  本人、配偶者、子ども、兄弟をはじめ家族・親族からの相談が多い。（図４） 

   ②対象者の年齢（令和元年度） 

後期高齢者となる 75歳以上の相談件数が多くを占める。（図５） 

 

 

③介護保険に関すること（令和元年度） 

介護保険に関することの内訳は、サービス内容に関することや申請の手続きに関

することが多くを占めるなど、前年度と同様の傾向となっている。（表２） 

 

 

   

  

表２　介護保険に関すること（延べ） 単位：件

  電  話   来  所   訪  問 合　計 割合

サービス内容に関すること 10,881 1,091 15,924 27,896 50.6% 26,698 52.8%

申請等の手続きに関すること 3,769 758 4,549 9,076 16.5% 7,327 14.5%

認定内容に関すること 3,132 380 3,876 7,388 13.4% 6,087 12.0%

保険料・利用料に関すること 569 110 1,158 1,837 3.3% 2,165 4.3%

その他 3,713 350 4,892 8,955 16.2% 8,293 16.4%

22,064 2,689 30,399 55,152 100.0% 50,570 100.0%

 相   談   の   形   態
  合  計 割合

前年度

項　目

合　計



 ④在宅高齢者福祉事業に関すること（令和元年度） 

各事業の制度広報も兼ねた相談窓口としての役割を果たしている。（表３） 

 

 

 

３．権利擁護事業 

 

 

全体件数が前年と比べて２２.８％増加している。特に虐待への対応に関すること

の相談件数は、前年度に比べ５１.５％増と件数が増加している。（表４） 

 

 
 

 

  

表３　在宅高齢者福祉事業に関すること（延べ） 単位：件

  電  話   来  所   訪  問 合　計 割合

高齢者安心支援事業 135 30 105 270 24.9% 299 22.2%

寝具無料乾燥事業 88 37 107 232 21.4% 228 16.9%

高齢者及び障害者住宅改造費助成事業関係 73 28 79 180 16.6% 142 10.5%

養護老人ホーム入所措置 89 4 80 173 16.0% 485 36.0%

家族介護用品支給事業 91 38 37 166 15.3% 144 10.7%

高齢者生活援助事業 18 0 17 35 3.2% 39 2.9%

ひとり暮らし高齢者訪問事業 5 1 21 27 2.5% 9 0.7%

499 138 446 1,083 100.0% 1,346 100.0%合　計

項　目

　相談の形態
  合  計 割合

前年度

表４　権利擁護に関すること（延べ） 単位：件

  電  話   来  所   訪  問 合　計 割合

虐待への対応に関すること 781 151 747 1,679 39.1% 1,108 31.7%

困難事例への対応に関すること 544 134 516 1,194 27.8% 949 27.1%

成年後見制度に関すること 511 76 439 1,026 23.9% 806 23.1%

消費者被害の防止に関すること 33 5 34 72 1.7% 173 4.9%

老人福祉施設等への措置に関すること（在宅措置等） 42 2 27 71 1.7% 248 7.1%

その他 119 22 111 252 5.9% 212 6.1%

2,030 390 1,874 4,294 100.0% 3,496 100.0%合　計

 合  計 割合
前年度

項　目

 相   談   の   形   態

高齢者虐待に関する相談・対応や成年後見制度に関する相談・支援など、

高齢者の権利を護る支援を行う。 



４．包括的・継続的ケアマネジメント支援事業 

 

 

 

支援困難ケースについても、後方支援も含めて地域包括支援センターが、地域の

介護支援専門員に対して助言･支援を行っている。前年度と比べ４４％増と件数が増

加している。（表５） 

 

 

単位：件

  電  話   来  所   訪  問 合　計 割合

 介護支援専門員の日常業務に関する個別指導、相談 678 200 967 1,845 60.9% 1,279 60.8%

 支援困難事例等への個別指導、相談 628 142 416 1,186 39.1% 825 39.2%

1,306 342 1,383 3,031 100.0% 2,104 100.0%

表５　包括的・継続的ケアマネジメント支援業務に関すること（延べ）

　　　項　　　　　目
 相   談   の   形   態

合　計

割合
前年度

  合  計

地域のケアマネジャーからの相談に対する助言や支援を行うとともに、主治

医、ケアマネジャー、そのほかの関係機関とのネットワーク構築に取り組む。 


